
多面的機能支払制度
の実施状況等について

資料３

令和７年２月21日

富山県農林水産部農村振興課農村活性化係
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全国の取組状況（農地維持支払）
１期目 ２期目
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・富山県の取組率（農地維持支払）は76％で、全国第３位となっている。（R5年度）
・R5年度の取組面積は、前年度比で約0.9％増加している。
・R８年度に農業振興地域内農業集落数の８割（1,600集落）が取り組むことを目標。

県内の取組状況（農地維持支払）

取組率都道府県順位

８３％福井県１

８３％兵庫県２

７６％富山県３

７５％新潟県４

７３％滋賀県５

７０％山形県６

７０％佐賀県７

６８％石川県８

６８％北海道９

６７％宮城県１０

◎全国の取組状況

※全国の平均取組率：４９％
（北陸管内：７６％）

多面的機能支払 取組面積の推移

１期目(H26～H30) ２期目(R1～R6)

（令和５年度確定値）

○取組集落 ：1,448集落
○取組面積 ：42,095ha
〇取 組 率 ：75.6％

○取組集落 ：1,427集落（-21）
○取組面積 ：41,305ha（-790）
〇取 組 率 ：74.2％（-1.4）

R６見込値R5実績
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令和７年度令和６年度令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度令和元年度

国

県

市町村

交付金の施策の評価について
○多面的機能支払交付金の交付が計画的かつ効果的に実施されるよう、第三者委員会におい

て取組状況の点検や制度の効果等の検証を行い、施策に反映。
○評価は、中間年と最終年で実施しており、国は都道府県の評価をとりまとめる。

→昨年度、県の最終評価を実施し、国は令和6年８月、施策の評価を実施した。
○令和7年度からは、施策の評価を踏まえ制度を拡充した国の第３期対策期間が始まる。

実施状況報告

市町村評価

実施状況報告

市町村評価

実施状況報告

市町村評価

実施状況報告

市町村評価

実施状況報告

市町村評価

実施状況報告

市町村評価

アンケートアンケート

中間評価
点検

効果の検証

とりまとめ

最終評価
点検

効果の検証

とりまとめ

中間評価
都道府県別分析

取組の検証
課題の整理

報 告

施策評価
都道府県別分析
次期の施策検討

第三者委員会の評価

基本法の見直しや
検証の検討結果

反映

提 出

第三者委員会の評価

提 出

第三者委員会の評価 第三者委員会の評価

報 告 報 告 報 告 報 告 報 告

第２期 第３期

実施状況報告

市町村評価

報 告

今回

富山県農村振興
対策委員会

反映
取組の
検討
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第３期対策（R7～R11）について
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多面的機能支払交付金 活動組織（R５活動終了）ヒアリング
・令和５年度に活動期間の終期を迎え、令和６年度に新たな活動計画の再認定を受けな

かった、活動継続を断念した組織は、21組織。
・活動継続の断念理由は、高齢化等による活動人員の不足（12組織）、事務作業員の後継

者不足（8組織）、役員の後継者不足（４組織）が多い。
・人口減少社会において、人員不足が活動継続の大きな障壁となっている。

※ 継続断念の理由は、複数回答可のため組織数とは一致しない。 7

令和５年度に活動期間終了し、令和６年度に活動を継続しなかった組織の理由について

R05実績 R06見込 R06見込-R05
活動断念

組織
新規組織 R05実績 R06見込 R06見込-R05

高齢化等
活動人員不足

事務作業の
後継者不足

役員の
後継者不足

事務負担大 その他

朝日町 33 32 △ 1 1 0 892 895 3 1 1

入善町 62 59 △ 3 3 0 3,240 3,043 △ 197 1 2

黒部市 59 55 △ 4 4 0 1,973 1,875 △ 98 3 3 1

魚津市 47 47 0 0 0 1,266 1,264 △ 2

滑川市 42 43 1 1 2 1,402 1,457 54 1

富山市 173 171 △ 2 3 1 8,063 7,992 △ 71 3 1

舟橋村 0 0 0 0 0 162 161 △ 0

上市町 2 2 0 0 0 849 744 △ 105

立山町 12 12 0 0 0 2,468 2,238 △ 230

高岡市 128 126 △ 2 2 0 4,147 4,100 △ 46 1 1

氷見市 72 70 △ 2 2 0 1,983 1,964 △ 19 2

小矢部市 80 78 △ 2 2 0 3,023 3,006 △ 17 2

射水市 77 76 △ 1 1 0 3,093 3,039 △ 55 1

砺波市 106 106 0 0 0 3,882 3,897 15

南砺市 150 148 △ 2 2 0 5,652 5,632 △ 20 2

合計 1,043 1,025 △ 18 21 3 42,095 41,305 △ 789 12 8 4 1 1

面積(ha） 継続断念の理由組織数(組織）

（令和６年10月30日）
富山県多面的機能
支払推進研修会

の実施

参加人数：約1,000人
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出典）第2回富山県人口未来構想本部会議(令和6年6月6日開催) 資料1 富山県の人口の現状について

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋） 人口100万人割れ
将来推計によれば、出生率が改善せず、人口の転出超

過が現状のように続けば、2040年（あと15年あまり）
で80万人近くまで、人口が減少。

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

多面参加人口

222人

多面参加人口

252人
【男】 【女】

H7
1995年

県内多面活動組織の集落Aの人口動態

【男】 【女】

・平成７年（1995年）から令和２年（2020年）の25年間で集落総人口は半分以下に。

・多面活動参加者の主な年齢層は、40歳～79歳※男性 ＝ 多面参加人口

集落総人口

988人

（畦畔除草対応可能年齢 76.7歳：島根県農業技術センター研究報告（2013,2））

（国勢調査結果より作成）

R2
2020年

集落総人口

386人

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

1995年から -90人
2020年から -60人

【女】【男】

多面参加人口

182人

【男】 【女】

※単純な推計：転入転出、死亡等を考慮しない。出生率は、25歳～39歳の人口に係数を乗じて算定している。

県内多面活動組織の集落Aの人口推計

R12
2030年

(推計）

集落総人口

396人

R17
2035年

(推計）

集落総人口

383人
多面参加人口

162人

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

R17
(推計）

集落総人口

383人

【男】 【女】

①地域内の30代以下
の男性

②地域内の女性

③地域外
（複数集落の連携）

他の集落

県内多面活動組織の集落Aの人口推計

※単純な推計：転入転出、死亡等を考慮しない。出生率は、25歳～39歳の人口に係数を乗じて算定している。

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

図︓読売新聞より

地域の共同活動による保全管理は、
ゆでガエル状態

【ゆでガエル現象】 人や組織は、ゆるやかな環境変化には
気づきにくく、対応が遅れるという現象

気が付いたころにはゆで上がってしまう。
危機的状況をいち早く察知し、行動しましょう︕

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

人手不足解決に向けて

キーワードは、

「地域の若年層・非農家の参画促進」

「複数集落による緩やかな連携※」

• 本研修では、このテーマで、県内外の事例
を紹介。

• 事例から感じたことを活動組織に持ち帰り、
取組みの継続に向けて話し合うきっかけに。

令和６年10月30日
県多面的機能支払推進

研修会資料（抜粋）

と、呼びかけたところ

※【緩やかな連携】

中山間直払のネットワーク化とは異なり、対
象とする連携に要件等はなく、これまで個々
に活動していた組織同士や企業・外部団体
等が何らかの関わりを持って活動の連携を
図るものをいう。

（同時に活動を行う、話し合いの場を共同で
設けるというものも、緩やかな連携）
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 これまでの画一的な上位下達であったアプローチから、様々な課題を抱え、活動に
苦労している集落に対して、集落全体の将来像（ビジョン）や課題、対策等について
集落で話し合う機会に積極的に関与。

 例えば、人口減少社会の中で、各集落の状況を客観的に正しく理解していただくた
めに、県から集落毎に人口動態・人口推計（従来、５年後、10年後）を図表で示し、人
口減少に伴い発生する様々な課題に対して危機感を共有して、外からの押し付けで
はない内発的な変革が地域から湧き起こるよう仕向けたい。

地域ごとに人口動態・人口推計を作成し提供する支援を開始。

また、要望に応じて、出前講座により説明。

人口動態・人口推計の作成
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課題への対応

個々の
活動組織（集落）

広域組織

広域組織

個々の組織や集落単位の組織から、広域化を考えるのは
ハードルが高い。（想像が難しい）

個々の組織や集落単位の組織から、企業や外部団体との連携も含む、緩
やかな連携を経て、広域組織を目指すことで、連携のメリットや複数の地
域で運営することの経験値を積む

• 令和５年度、組織継続のツールとして広域化を推進するべく、市町村を交えてプロジェ
クト化し検討したものの、国が進める「広域化」の要件のハードルが高いと感じている
市町村が多かった。

• 広域化は選択肢の一つとして捉え、活動継続に向けた取組み強化を展開。
• 個々の集落単位の活動組織が、いきなり広域化を目指すのではなく、まずは組織や企

業・外部団体等と緩やかに連携する形を目指し、段階的な形の組織継続を模索。
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個々の
活動組織（集落）

企業や外部団体

緩やかな連携

企業や外部団体



活動継続に向けた多面的機能支払の課題と対応方針（案）
１ 現状課題

農村部、とりわけ中山間地域では、人口減少、高齢化が進む中
で、（課題①）活動参加者の不足、（課題②）役員交代人材の不
在 、（課題③）非農家の理解不足といった課題のほか、 （課題
④）事務の煩雑さ が、活動継続の障壁となっている。

こうした地域では、これまでの農業者と農業者以外が地域の共
同活動等により支えてきた農業・農村の有する多面的機能の維
持・発揮に支障が生じ、さらに近隣の地域へも影響を及ぼすこと
が懸念される。

維持管理が
適正に行われない

維持管理が
適正に行われている

活動組織A

活動組織B

維持管理不足による
流下能力低下

２ 課題への対応方針（案）

人口減少時代の中で、農業の持続的発展と農村コミュニティ機能の維持・継続の実施

②役員交代人材の不在 ④事務の煩雑さ①活動参加者の不足 ③非農家の理解不足

複数組織における活動の連携

• 水路上下流の活動組織の合同江ざらいや草刈り、鳥獣対策 等

地域内の若手へ活動参加を促す

・若い世代に事務局を交代し、同年代の参加を促す

外部からの人材確保

• 農村ボランティア、サポーター制度、アルバイトの活用 等

活動参加者の確保

一事例として…
用水路系統が上下流に位
置する活動組織AとBがあ
る場合。

活動組織Aが、参加者の不
足等で活動を継続できず、
水路の維持管理等の自然
保護活動が適正に行われ
なくなると、下流の活動組
織Bに用水が十分に届か
ない状況が生じる。

多面的機能や共同活動の恩恵をPR

• 子供達や高齢者を意識したPR

• 植栽活動や清掃活動による地域の景観保持

• ホタルの生息地となる水路の維持管理等の自然
保護活動

• 転落防止網等の設置による水路の安全性の向上

活動参加者に向けたPRの充実

隣接活動組織の包含

• 役員交代人材の不在により継続困難な活動組織Cを、近
隣組織Dが取り込む

活動組織C：継続活動が可能に

活動組織D：交付金増により発展的で計画的な活動が可能に

活動の継続と発展

複数組織の合同活動による効果的な取組実施

• 近隣の活動組織で連携して市の花を植栽し、大規模な美しい景観を形成→観光資源化

• 隣接する活動組織合同の獣害防止電気柵の設置→被害の抑制

• 自走式草刈機等の大型（高額）機械の共同リースや外部人材の活用→参加者の労務負担軽減

• 近隣の活動組織で連携して田んぼダムに取り組み→洪水防止効果の増進

活動の活性化

事務支援システム導入・普及

土地改良区や民間企業等へ
の事務の外部委託

事務負担軽減

誰でも対応可能

令 和 ６ 年 度
富山県多面的機能
支 払 推 進 研 修 会

• 事務局の合同センター化や会計職員の外部雇用の導入

→ 事務負担の軽減、組織力の強化の推進

活動を断念する組織が出ないよう、まずは緩やかな連携
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青木地区活動組織（富山県下新川郡入善町）

活動開始前の状況や課題 取組内容 取組の効果

集落の緩やかな連携による安全な地域と活動の推進

【地区概要】※R５年度時点
・認定農用地面積225.3ha

（田225.3ha）
・資源量 水路25.0km

農道14.0km
・主な構成員 農業者、非農業者

農業法人、営農組合等
・交付金 約12.2百万円（R５）

農地維持支払
資源向上支払（共同）

○作業負担の軽減や安全な活動環境
の確保。

○草刈り作業の危険性（熱中症、構成員高齢化
による事故）が高まる中で、
防草シートによる法面被覆
を適宜実施し、作業の軽減
や安全を確保。

あおきちくかつどうそしき にゅうぜんまち

○本活動組織は、多面的機能支払交付金を契機（2014年）に、７集落を一まとめにした組
織で取組を開始。その後１集落が加わり、８集落で緩やかな連携による活動を実施中。

○本組織の特徴は、上下流で水路を共有しているほか、小学校区のまとまりのため、構成
員同士が子どもの頃からのつながりが深い関係性にあり、各人の得意分野を共通認識し
ていることから、役員交代やコミュニケーションが円滑。

○草刈りに加え、防草シートによる法面被覆や水路への転落防止対策のための鉄筋金網蓋
の設置に取組むほか、アプリ「結ネット」を用いた活動の連絡により、効率的な活動の
実施や地域住民への認知度向上に貢献している。

○高齢者の水路への転落事故を減らすため、危
険な場所から優先的に鉄筋金網の蓋を設置。
（維持管理、除雪を考慮）

平地農業地域

○地域ICTプラットフォーム型アプリ「結ネット」

（電子回覧板アプリ）を活用し、活動の実施予定
を連絡。アプリの回答を基に事前に人員配置を
作成し、活動の効率的な実施に役立っている。

○水路等農業用施設の安全性の確保
や安心して暮らせる地域づくりの推進。

○アプリの情報発信
により、活動参加者へ
の情報伝達が効率化
し、連携ミスが減少。

また、構成員以外の
非農家や若い人の多
面活動に対する認知
度が向上。

○女性や子ども、転入
者も気軽に参加できる
景観づくりの活動は、
地区の風土を知り、仲
間づくりや意識づくり
に貢献している。

【鉄筋金網蓋】

【防草シート施工】

【８集落の位置】

【結ネットで連絡】

〇農地・水・環境保全向上対策では、
１集落１組織で進めようとしたが、組織
の代表者や事務作業を担う人材選定
が難航。

○多面的機能支払交付金を契機に、
７つの集落を一まとめにした組織でス
タート。代表者や事務担当、集落毎の
幹事を複数人確保。

○2019年には、更に１集落が加わり、
現在は８集落から成る活動組織となっ
ている。
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青木地区活動組織（入善町）から学ぶ「緩やかな連携」

Q： ８つの集落が一つの活動組織として活動して
いくための工夫

A：広い保全対象範囲を、執行部（各集落の代表
で構成）による現地確認で優先順位をつけて、当
年度の取組み箇所を決定している。複数集落で
取組むことで、他の地域の手法を比較検討でき
る利点あり。

Q：どういった集落と連携するべきか

A：知り合いがいるところがよい。青木地区の
場合も、旧小学校単位であり、同級生や知り
合いがいたことで話がまとまりやすかった。

Q：連携で不都合なことや面倒なことはないか

A：取組面積が大きい（226ha）ため、日当の支払
いも高額で大変だが、各地域単独で活動してい
た場合、各地域では人が少なく、継続できない。

ある程度の広さがあれば、その中にいろんな
人がいて、事務の得意な人や土木が得意な人、
水路蓋が作れる人などの多面活動に役立つ人
材・情報が集まる。

また防草シートの張り方の違いなど地域で対
応が違い、その効果を比べることができるため、
よりよい方法を検討することもできる。

Q：新しい地域に参加したり、隣接する集落とと
もに活動するためにはどうしたらよいか

A：無理に共に活動をしようと働きかけず、相
談があったら、受け入れるスタンスでいる。隣
接する集落にも考えがあるので、それを尊重
している。

15

令和６年度研究事例 外部人材の確保

（中山間地域）
とやま農業・農村サポーターの活用
• まちなかに暮らす方と農村地域に暮ら

す方が、農村の共同作業や農作業を
通して地域活性化に貢献することを目
的とした活動。

• サポーターと受入地域の双方に登録し
、ボランティアの時期や内容をメールで
通知する。

• 令和６年度の実績
延べ19回実施（各回10名程度）

• 令和７年度は、ボランティア受入地域
募集を多面組織へも周知（多面協議会
のHPに掲載）

パートタイム労働者（アルバイト）の活用
• 多面活動にアルバイトとして外部人材を確保す

るための求人サイトの情報（農林水産省まとめ
）や事務員の外部雇用の留意点等を、市町村を
通じ活動組織へ周知したところである。

• 令和６年度時点で、農業６社が掲載。
• 令和７年度は、パートタイム労働者を多面活動

にて活用する場合の留意点の整理、先行事例
の紹介を通じて、活用を促す。
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令和６年度研究事例 事務負担の軽減

事務支援システムの導入
• 他県では、事務支援システムを導入し、事務の半自動化が進ん

でいる。
• 福井県、山口県、福岡県などの独自システムでは、作業日報や

収入支出の金銭出納の入力で実施状況報告書等を自動で作成
することが可能であり、簡易な入力で利用できるほか、入力のチ
ェック機能により、誤入力を防ぎ、情報の訂正作業の手間を削減
することを実現している。

• 既存システム活用の場合も、富山県のカスタマイズが必要。
• 令和７年度は、他県システムや民間システムの利用を一部組織

で試行し、本県に適合するシステムを検討。

土地改良区等への事務委託
• 活動組織の共同活動が継続できず、末端用水路等の

維持管理が滞ると土地改良区の維持管理に影響が生
じる恐れがある。

• さらに、土地改良区も、組合員の減少などで今後、運
営体制の強化を図るとともに、多面的機能支払活動の
活動組織をはじめ地域との連携を強化していくことが
重要。

• 令和７年度は、県内土地改良区の中でも多面的機能
支払交付金の事務委託に関心の高い土地改良区に、
受益内の希望する活動組織から事務の一部を委託す
る試行を実施。事務委託に必要な支援等を調査し、事
例として県内の活動組織に紹介する。
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